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住宅宿泊事業の用に供する家屋又はその部分の敷地の用に供する 

土地に対する住宅用地特例の適用について（通知） 

 

標記については、「住宅宿泊事業を行う家屋の敷地の用に供する土地に対する

住宅用地特例の適用について」（平成 29年６月 16日付け総務省自治税務局固定

資産税課事務連絡）において連絡していたところですが、住宅宿泊事業法（平

成 29年法律第 65号）が平成 30年６月 15日に施行されることとなり、これに

より、旅館業法（昭和 23年法律第 138号）第３条の２第１項に規定する営業者

以外の者が宿泊料を受けて住宅に人を宿泊させる事業であって、人を宿泊させ

る日数として国土交通省令・厚生労働省令で定めるところにより算定した日数

が１年間で 180日を超えないもの（いわゆる「民泊」。以下「住宅宿泊事業」と

いう。）について、都道府県知事（保健所を設置する市又は特別区であって、そ

の長が住宅宿泊事業法第 68 条第１項の規定により同項に規定する住宅宿泊事

業等関係行政事務を処理するものの区域にあっては、当該保健所設置市等の長）

に住宅宿泊事業を営む旨の届出をした者は、住宅宿泊事業を営むことができる

こととなります（別添参照）。 

住宅宿泊事業の用に供する家屋又はその部分の敷地の用に供する土地に対す

る住宅用地特例（地方税法（昭和 25年法律第 226号）第 349条の３の２）の適

用に当たっては、下記に留意いただき、固定資産税の課税事務の適正な執行に

努めていただきますようお願いします。 

また、貴都道府県内市区町村に対して、この旨周知されるようよろしくお願

いします。 

なお、このことについては、住宅宿泊事業法を所管する国土交通省及び厚生

労働省と協議済みであることを申し添えます。 

本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４（技術的な助

言）に基づくものです。 



記 

 

１ 住宅宿泊事業の用に供する家屋又はその部分の敷地の用に供されている土

地に対する住宅用地特例の適用については、当該家屋又はその部分が住宅宿

泊事業の用に供されているか否かにかかわらず、課税庁において、当該家屋

又はその部分の実態に照らし、人の居住の用に供するものと言えるかどうか

により判断すべきものである。 

 

２ ここで、「人の居住の用に供する」とは、「特定の者が継続して居住の用に

供する」ことをいうものであるが、例えば、「特定の者に継続的に居住させる

ことを目的として長期賃貸の募集が行われ、そのための管理が行われている

家屋又はその部分」については、「人の居住の用に供する」ものに当たること

が一般的であると考えられる。一方、そもそも住宅用地特例の適用対象外と

されている「別荘（毎月一日以上の居住の用に供する家屋又はその部分以外

のうち専ら保養の用に供するもの）」については、住宅宿泊事業の用に供され

ているか否かにかかわらず、住宅用地特例の適用対象とはならないものであ

る。 

 

３ 課税庁においては、こうした点を踏まえつつ、住宅用地特例の適用に当た

り、住宅宿泊事業の用に供する家屋又はその部分の実態を適切に把握するよ

う努められたい。 
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